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12 － 10　地震発生履歴・応力変動を考慮した内陸地震発生予測
Long-term forecasting of inland earthquakes considering seismic history and 
stress transfer

遠田　晋次（東北大学災害科学国際研究所）
Shinji Toda (International Research Institute of Disaster Science, Tohoku University)

内陸活断層によって大地震が引き起こされると，その周辺域へ応力が伝播される．これにより，
震源断層沿いだけではなく，周辺（オフフォルト）でも余震活動が広がる．このような広域余震
活動や連鎖大地震を適確に評価するため，1990 年代より周辺断層へのクーロン応力変化（Coulomb 
stress change, ∆ CFF, ∆ CFS）を見積もる手法 1) が提案され，その後約 30 年間の事例研究によって一
定の有用性が確認されてきた．一方，応力―地震応答は非線形であり，オフフォルト余震にも大森
―宇津則が確認されるなど，時間変化についても多様な変化がある．そのため，応力変化を地震活
動に「翻訳」するモデルや物理パラメータの抽出が重要となっていた．そのなかでも，多数の研究
で支持されてきたのが速度および状態依存摩擦則（rate and state friction）2) である．特に，同摩擦
則から導かれ立証された例えば 3)「地震後の余震継続期間は震源断層の活動間隔に比例し，歪速度に
反比例する」ことは，中長期評価の観点から重要である．活断層への歪速度が遅い日本列島内陸の
場合，応力変化の影響は数十年以上におよぶとみられる例えば 4)．そのため，内陸地震の評価にあた
っては，過去の大地震発生履歴と応力伝播史が地震活動を予測する上できわめて重要となる．
本発表では，まず，これらの理論的背景と応力―地震応答を活断層の確率評価へ適応する考え方

5) を説明した．次に，活断層間における地震連鎖について，最初の大地震の応力伝播の影響を受け
て活発化した活動域が破壊開始点となりやすいことなどを，2011 年 4 月 11 日福島県浜通りの地震
や 2002 年デナリ断層地震などを事例に示した．最後に，震源データの質量に優れる熊本地震に関
連する地震活動について，熊本地震前約 15 年間，本震後 6 年間の震源データをもとに解析した結
果を示した．熊本地震の震源域での余震期間は短く常時地震活動レベルに戻るのに 7 年程度である
こと，熊本市，有明海南部，八代市，八代海などオフフォルト域では数十年と長期にわたること（図
1），これに伴って日奈久断層帯など周辺活断層の確率も一時的に上昇する可能性があること，など
を指摘した．一方で，震源の南北の地域では，応力低下に対応した地震活動静穏化も顕著に認めら
れ（図 2），同地域の活断層は今後地震発生確率が下がることが考えられる．
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第 1 図　熊本地震の広義の余震の推定継続期間．

Fig. 1  Estimated aftershock duration of the 2016 Kumamoto earthquake.

第 2 図　 熊本地震によるクーロン応力変化（左）と同地震前後の地震発生率変化（右，最近 3 年間）. 震源断層は
国土地理院（2016）6) を使用．地震活動解析は気象庁一元化震源の深さ 20km 以浅の M0.5 以上の地震を用
いた．

Fig. 2  Static Coulomb stress change due to the Kumamoto earthquake (left) and seismicity rate change of the recent three 
years to the background period (2001/01/01-2016/04/14) (right). For stress calculation, we used GSI finite fault 
model6). For seismicity analysis, we used JMA hypocenters (depth ≤ 20km and M ≥ 0.5).
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